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Ａ．研究目的 
本研究の目的は、がん対策推進基本計画（以下、
基本計画）で定められた「全てのがん患者とそ
の家族の苦痛の軽減と療養生活の質の維持向上」
の達成を目的とする施策による変化を評価する
ことを目的とした。具体的には、1）がん対策に
おける「緩和ケア」の進捗状況を管理するため
の評価指標を作成すること。2）基本計画策定後
の変化について、既存のデータ等を含めて推移
を示して変化を検証するとともに、患者や医療
者等からみた変化とその変化の発現にいたる理
由について質的・量的な検証を行うことによっ
て、施策に係る問題点や課題を明らかにし、緩
和ケアに関するがん対策の目標達成状況を評価
する。また、がん診療連携拠点病院（以下、拠
点病院）の緩和ケア提供体制について、PDCAサ
イクルの構築に活用できる方法を検討すること
である。 
 
Ｂ．研究方法 
 各研究目的に応じた研究方法を用いた。詳細

については、分担報告書に記載した。 
（倫理的配慮） 
 本研究は、疫学研究に関する倫理指針に従い、

国立がん研究センターの研究倫理審査委員会の
承認を得て実施した。 
 
Ｃ．研究結果 
(1) 基本計画策定後の患者や医療者からみた緩

和ケアの変化に関する質的研究 
基本計画策定後の医療現場の変化を明らかに

することを目的として、現・前がん対策推進協
議会委員9名，現・前緩和ケア推進検討会委員3
名，拠点病院の緩和ケアの提供体制における実
地調査に関するワーキンググループ構成員6名
を含む医師・看護師・患者・遺族28名を対象に
インタビュー調査を実施した。インタビューの
方法は半構造的面接または電話インタビューを
用いた。主な調査内容は①基本計画策定後（20
07年以降）の緩和ケアの変化，②緩和ケアに関
する施策の有用性，③緩和ケアに関する施策の
全般的評価，④今後への推奨について対象から
意見を聴取した。 
 

(2) 基本計画策定前後の患者・家族・医療者
からみた緩和ケアの変化に関する量的研究 
（1） の研究結果をもとに調査項目を作成し、

H26年度に医師・看護師の層別無作為抽出法によ
る大規模な量的調査を実施する予定である。 
 
(3) がん対策における緩和ケアの進捗管理
指標の作成に関する研究 
 がん対策における「緩和ケア」分野の進捗管

理指標を開発することを目的として、現・前が
ん対策推進協議会委員，現・前緩和ケア推進検
討会委員，拠点病院の緩和ケアの提供体制にお
ける実施調査に関するワーキンググループ構成
員，緩和ケアに係る医療者48名の意見を集約し、
緩和ケア分野の進捗管理指標を作成した。意見
の集約方法は、定型的方法（デルファイ法）に
よる3回の郵送調査と、3回の調査結果に基づく
グループディスカッションによる検討会議を実

研究要旨 本研究の目的は、がん対策推進基本計画（以下、基本計画）で定められた「全てのがん
患者とその家族の苦痛の軽減と療養生活の質の維持向上」の達成を目的とする施策による変化を評
価することである。本年度は、がん対策における「緩和ケア」の進捗を管理するための評価指標を
作成した。また、基本計画策定後の緩和ケアの変化として、患者や医療者等からみたがん医療現場
の変化とその変化の発現にいたる理由についてインタビュー調査を実施した。加えて、がん診療連
携拠点病院の緩和ケアの質を向上することを目的として、がん診療連携拠点病院（以下、拠点病院）
の緩和ケア提供体制について、PDCA サイクルの構築に活用できる方法を検討した。 



施した。 検討の結果、最終的に11ドメイン【死亡場所に
関する状況】【医療用麻薬の利用状況】【緩和

ケア専門サービスの普及状況】【緩和ケア専門
人員の配置状況】【一般医療者に関する教育状
況】【一般市民への普及状況】【緩和エアに関
する地域連携の状況】【がん患者のQOL】【終末
期がん患者のケアの質の状況】【終末期がん患
者のQOLの状況】【家族ケアの状況】、15項目で
構成する指標が選定された。 
 選定された指標について、H26年度に測定方

法の検討と測定を実施する予定である。 
 

(4) 基本計画策定前後約10年間の緩和ケア
に関する既存指標の推移に関する研究 
 緩和ケアに関する既存指標の推移について、

H26年度に政府統計データや先行研究結果につ
いてまとめる予定である。 
 

(5) 拠点病院の緩和ケア提供体制に関するP
DCAサイクルの構築に向けた研究 
 拠点病院が実施設で緩和ケア提供体制に関

するPDCAサイクルを構築するための第一段階と
して、拠点病院が目指すべき基準を作成し、作
成した基準に基づき評価を実施するための評価
指標を開発すことを目的とする。開発の方法は、
8名の緩和ケアに係る専門家と2名の研究者の意
見を集約するため、定型的方法（デルファイ法）
による1回の電子メールを用いた調査を実施し
た。調査の結果、緩和ケアの基準として6カテゴ
リー【施設全体の緩和ケアに取り組む体制】【院
内の緩和ケアに関する連携体制】【基本的な緩
和ケアの提供体制】【専門的な緩和ケアの提供
体制】【相談支援センターの緩和ケアに取り組
む体制】【緩和ケアに関する地域連携】で構成
する22の基準と72の評価推奨項目が暫定版とし
て選定された。 
 選定された暫定版22基準と72項目について

専門家パネルにて再度検討を行ったうえで、評
価指標を確定する予定である。 
 
Ｄ．考察 
現在、継続してインタビュー調査とインタビ

ュー内容の分析を実施中である。今後調査結果
について内容分析を進めていくことで、基本計
画策定後の緩和ケアに関する患者や医療者の変

化と変化が生じた理由について明らかにするこ
とが課題である。また、調査結果を(2)の緩和ケ
アの変化に関する量的検証に用いることで、が
ん診療に携わる医師・看護師の全体的な変化を
検証することが課題である。 
本研究によって、11ドメイン15項目の緩和ケ

アの進捗管理指標が策定された。指標の選定に
より、がん対策の緩和ケアについて進捗を管理
する方法が提案できるとともに、今後経年的に
測定することで進捗状況の管理が可能となった。
今後は、H26年度に測定方法の検討と測定するこ
とが課題である。 
拠点病院の緩和ケア提供体制に関するPDCAサ
イクルの構築に向けた研究では、作成した拠点
病院の緩和ケアの基準と評価推奨項目【暫定版】
をもとに、更に検討を重ね、評価指標を確定す
ることが今後の課題である。 

 
Ｅ．結論 

本研究では、今年度がん対策の緩和ケアに関
する進捗管理指標が策定された。今後は、本指
標を用いたがん対策「緩和ケア」の進捗を管理
していく方法について検討していく。 
 

Ｆ．健康危険情報  
特記すべきことなし 

 
Ｇ．研究発表 
 がん対策推進協議会や厚生労働省緩和ケア推
進検討会等で、適宜進捗状況について報告して
いる。 
1.論文発表 
 なし 
2.学会発表 
 なし 

 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
（予定を含む） 
1. 特許取得 

なし 
2. 実用新案登録 

なし 
3. その他 

なし 
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 分担研究報告書 
 

がん対策推進基本計画策定後の患者や医療者からみた緩和ケアの変化に関する質的研究 
 

研究分担者 
加藤 雅志 国立がん研究センターがん対策情報センター がん医療支援研究部長 

中澤 葉宇子 国立がん研究センターがん対策情報センター がん医療支援研究部 研究員 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

Ａ．研究目的 
 基本計画では「がんと診断された時からの緩

和ケアの推進」が重点的課題として定められ、
がん患者とその家族の苦痛軽減と療養生活の質
を向上することを目的として緩和ケアに関する
様々な施策が実施されている。2013年4月現在、
397施設の拠点病院が指定され、すべての拠点病
院に緩和ケアチームが整備された。また、がん
診療に携わる医師に対する緩和ケア研修会の参
加者数は2013年3月現在40,098名となった。し
かしながら、これまで推進されてきた緩和ケア
の施策ががん医療の現場をどのように変化させ、
緩和ケアがどのように実践されるようになって
きたのか十分な検証はなされていない。 
本研究の目的は、基本計画策定後の医療現場の

変化を定性的に把握することである。 
 

      Ｂ．研究方法 
1) 調査方法 
面談または電話による半構造的インタビュー

調査。 
 

2) 調査対象者 
 以下のいずれかの条件を満たすもの約50名を
対象とした。なお、調査によって得られる回答
内容の飽和によって、対象者数は増減するもの
とした。 
① 現・前がん対策推進協議会委員 
② 現・前緩和ケア推進検討会委員 

③ 拠点病院の緩和ケアの提供体制における実
地調査に関するワーキンググループ構成員 

④ 基本計画策定前からがん医療に関する業務
に携わる者 

⑤ 緩和ケアの施策に関する業務に5年以上関
わる医療従事者 

 
3) 調査項目 
① 基本計画策定後（2007年以降）の緩和ケア

の変化 
② 緩和ケアに関する施策の有用性 
③ 緩和ケアに関する施策の全般的評価 
④ 今後への推奨 
 
（倫理的配慮） 
 本研究は、疫学研究に関する倫理指針に従い、
国立がん研究センターの研究倫理審査委員会の
承認を得て実施した。 
 

      Ｃ．研究結果  
 28名を対象に調査を実施した（2014年3月末現
在）。対象者の内訳は以下のとおりである。 
 現・前がん対策推進協議会委員 9名 
 現・前緩和ケア推進検討会委員3名 
 拠点病院の緩和ケアの提供体制における実

地調査に関するワーキンググループ構成員
（緩和ケア推進検討会委員と重なる方は除
く）6名 

研究要旨 がん対策基本法成立後、がん対策推進基本計画（以降、基本計画）に基づき緩和
ケアに関する様々な施策が実施されている。しかしながら、これまで実施されてきた施策が
がん医療の現場をどのように変化させたのか十分な検証がなされていない。本研究の目的は、
基本計画策定後の医療現場の質的な変化を明らかにすることである。研究方法は、がん対策
推進協議会委員を含む患者・遺族・医療従事者を対象として、半構造的インタビュー調査を
実施した。主な調査内容は①基本計画策定後（2007 年以降）の緩和ケアの変化，②緩和ケア
に関する施策の有用性，③緩和ケアに関する施策の全般的評価，④今後への推奨とした。調
査の結果、現・前がん対策推進協議会委員 9 名，現・前緩和ケア推進検討会委員 3 名，拠点
病院の緩和ケアの提供体制における実地調査に関するワーキンググループ構成員 7 名を含む
医師・看護師・患者・遺族 28 名を対象にインタビュー調査を実施した。現在、継続してイン
タビュー調査を実施するとともに、インタビュー結果の内容分析を実施中である。 



 看護師10名 
なお、現在調査結果について内容分析を実施 

中である。 
 
Ｄ．考察 
 特記事項なし 
 
Ｅ．結論 
 特記事項なし 
 
Ｆ．研究発表  
1. 論文発表 
  なし 
2. 学会発表 
  なし 

 
Ｇ．知的財産権の出願・登録状況  
（予定を含む） 
1. 特許取得 

なし 
2. 実用新案登録 

なし 
3. その他 

なし 
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Ａ．研究目的 
 基本計画では「がんと診断された時からの緩

和ケアの推進」が重点的課題として定められ、
がん患者とその家族の苦痛軽減と療養生活の質
を向上することを目的として緩和ケアに関する
様々な施策が実施されている。2013年4月現在、
397施設の拠点病院が指定され、すべての拠点病
院に緩和ケアチームが整備された。また、がん
診療に携わる医師に対する緩和ケア研修会の参
加者数は2013年3月現在40,098名となった。し
かしながら、これまで推進されてきた緩和ケア
の施策ががん医療の現場をどのように変化させ、
緩和ケアがどのように実践されるようになって
きたのか十分な検証はなされていない。 
本研究の目的は、基本計画策定後の医療現場の

変化を定量的に把握することである。 
 

       Ｂ．研究方法 
1) 調査方法 
匿名自記式質問紙調査票を用いた横断調査。 

2) 調査対象 
① 全国の診療所の開設者および診療所に勤務

する医師、並びに病院に勤務する医師 約1
5000名 

② 全国の訪問看護ステーションに勤務する看
護師、並びにがん診療連携拠点病院に勤務
する看護師 約5000名 

なお、調査対象者の抽出方法は層別無作為抽出
法を用いて抽出する。 
 
3) 調査項目 
①がん対策による緩和ケアの変化，②緩和ケ

ア・在宅医療に関わる意向，③緩和ケアに関す
る困難感，④緩和ケアに関する知識，に関する
項目を予定している。 
（倫理的配慮） 
 本研究は、疫学研究に関する倫理指針に従い、
国立がん研究センターの研究倫理審査委員会の
承認を得て実施する。 
 

      Ｃ．研究結果  
本調査は平成26年度に実施することを計画中

である。 
 
Ｄ．考察 
 特記事項なし 
 
Ｅ．結論 
特記事項なし 

 
Ｆ．研究発表  
1. 論文発表 
  なし 
2. 学会発表 
  なし 
 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況  
（予定を含む） 
1.特許取得 
なし 

2. 実用新案登録 
なし 

3. その他 
なし

 

研究要旨 がん対策基本法成立後、がん対策推進基本計画（以降、基本計画）に基づき緩和
ケアに関する様々な施策が実施されている。しかしながら、これまで実施されてきた施策が
がん医療の現場をどのように変化させたのか十分な検証がなされていない。本研究の目的は、
基本計画策定後の医療現場の量的な変化を明らかにすることである。研究方法は医師・看護
師を対象として、匿名質問紙調査法を用いた横断調査を実施予定である。主な調査内容は、
①がん対策による緩和ケアの変化，②緩和ケア・在宅医療に関わる意向，③緩和ケアに関す
る困難感，④緩和ケアに関する知識，に関する項目を予定している。なお、先行研究の結果
と比較可能な項目については、前後比較を行う予定である。 
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Ａ．研究目的 
 基本計画に基づき、緩和ケアに関する様々な

施策が行われてきたが、その進捗を管理する体
制は十分に整備されてない。2010年6月にはがん
対策推進基本計画中間報告書が発行され、既存
データを元に現状の記述がなされた。しかしな
がら、研修終了者数などの単純な活動量を指標
としたものが多く、がん対策の目標の達成度が
把握できないことが課題となっている。 
第二期基本計画では、がん対策の「目標の達成

状況の把握とがん対策を評価する指標の策定」
が主な活動の一つとして盛り込まれた。 
本研究では、作業過程の透明性を確保しつつ、

がん対策推進協議会委員と緩和ケアに係る専門
家の意見を、定型的方法（デルファイ法）を通
じて集約し、多くの関係者が合意できる指標を
策定するとともに継続的な測定体制の構築を目
的とする。 
 

       Ｂ．研究方法 
 研究の方法は以下の3段階で実施した。 

1) 指標検討パネルの決定 
2) デルファイ法を用いた郵送質問紙調査 
3) 最終検討会議 
各段階の方法は以下のとおりである。 
 
1） 指標検討パネルの決定 
指標検討パネルは、以下の方のうち、研究へ

の協力が得られた者とした。 
① 現・前がん対策推進協議会委員 33名 
② 現・前緩和ケア推進検討会委員 11名 

③ 拠点病院の緩和ケアの提供体制におけ
る実地調査に関するワーキンググループ構成
員 7名（②と重なる構成員は除く） 
④ 緩和ケア領域で活動する緩和ケア認定
看護師・がん性疼痛認定看護師・がん看護専門
看護師・緩和ケア専門医・在宅支援診療所医
師・社会福祉士・薬剤師 ・研究者 23名 

 
2） デルファイ法を用いた郵送質問紙調査 

まず、郵送にて調査説明書を用いて調査への協
力を依頼した。 
 調査では「指標案の提案」と「指標案の評価」
を郵送調査にて3回実施した。 
指標案の評価と新規指標案の提案の手順は以下
のとおりである。 
A. 指標の評価方法 
以下の3つの視点についてそれぞれ１～９（1:

最小／最低～9:最大／最高）段階で評価した。 
①目標との関連性 
②問題の大きさ 
③意味の明確さ 
初回調査の項目は研究班で指標案を作成した。

2-3回目は前回の集計（中央値と上下四分位範囲
を算出）を提示したうえで、集計を踏まえた再
評価を依頼した。同時に前回の調査で提案され
た新指標案も併せて評価シートに加えた。なお、
評価の過程で、①～③のいずれかの項目で回答
者の3割以上が1-3と回答した指標案は次回の評
価項目から削除した。回答は返送の管理や重複
を避けるため記名で実施した。 
B. 新規指標案の提案 

研究要旨 がん対策基本法成立後、がん対策推進基本計画（以降、基本計画）に基づき緩和
ケアに関する様々な施策が実施されている。しかしながら、がん対策の施策に関して進捗を
管理する体制が整備されていない。その理由として、関係各位が合意できる指標が定まって
いないことが主な要因となっている。本研究の目的は、がん対策推進協議会委員と専門家の
意見を集約し、がん対策における緩和ケア分野の進捗管理指標を作成することである。研究
方法は、現・前がん対策推進協議会委員や緩和ケアに係る専門家パネルを構成し、定型的方
法（デルファイ法）用いて広く意見を集約した。デルファイ法は、3 回の郵送調査とその結果
に基づく最終検討会議を実施した。検討の結果、最終的に 11 ドメイン 15 項目で構成する緩
和ケア分野の指標が選定された。 



以下の点を考慮した上で提案を依頼する。 
・指標名 
・分母（対象） 
・分子（算定の仕方） 
・データ源 
データ源については回答者に情報が不足してい
る可能性があるため、適宜事務局から捕捉した。
提案された評価指標は次回の指標評価シートに
掲載するが、その前に事務局で文言の調整や適
切なデータ源の選択などの指標の整理を行った。 
 
3） 最終検討会議 
郵送による評価を3回実施後、指標検討パネル

で最終的なグループディスカッションによる検
討の上、指標を選定した。 
 

      Ｃ．研究結果   
初回調査の指標班は研究班で検討のうえ、以

下の14カテゴリーと40項目の指標案とした（別
添資料1）。 
01 死亡場所 
02 医療用麻薬の利用状況 
03 専門サービス 
04 専門人員リソース 
05 一般医療者の教育 
06 一般医療者の困難感 
07 一般市民普及啓発 
08 在宅療養支援 
09 早期からの緩和ケアの質評価 
10 がん患者の疼痛評価 
11 がん患者のQOL 
12 終末期がん患者のケアの質の評価 
13 終末期がん患者のQOL 
14 介護負担感 
 
（1回目調査結果） 
 調査の結果、48名の回答が得られ、29の新規
指標が提案された。集計結果により削除された
項目はなく、計69項目の指標案となった。 
 
（2回目調査結果） 
 調査の結果、39名の回答が得られ、10の新規
指標が提案された。なお、提案された指標案と
既存指標の整理を行うとともに、指標案の過多
による回答者の負担を考慮し、現況報告や政府
統計で容易に算出可能な項目として22指標案を
評価の3回目の調査対象から外し、最終検討会議
で最終的な選定の可否について検討することと
した。評価の視点である①目標との関連性、②
問題の大きさ、③意味の明確さ、のいずれかの
項目で回答者の3割以上が1-3と回答した指標案

として1項目が削除された。結果として76項目の
指標案（うち22項目が3回目の調査対象外項目）
となった。 
 
（3回目調査） 
 調査の結果、43名から回答が得られた。評価
の視点である①目標との関連性、②問題の大き
さ、③意味の明確さ、の3つの平均値が7.0以上
の項目は21項目となった。 
 
（最終検討会議） 
 指標検討パネル25名が参加した。検討の結果、
11カテゴリー15指標が選定された（別添資料2）。 
 
Ｄ．考察 
 本研究で選定された11ドメイン15項目の指
標が策定された。本指標が選定されたことで、
がん対策の緩和ケアについて進捗を管理する
方法が提案できるとともに、今後の経年的な
測定によってがん対策による進捗状況が管理
可能となった。平成26年度以降、選定された
指標の測定方法の検討し、測定することが今
後の課題である。 
 
Ｅ．結論 
、最終的に11ドメイン【死亡場所に関する状

況】【医療用麻薬の利用状況】【緩和ケア専門
サービスの普及状況】【緩和ケア専門人員の配
置状況】【一般医療者に関する教育状況】【一
般市民への普及状況】【緩和エアに関する地域
連携の状況】【がん患者のQOL】【終末期がん患
者のケアの質の状況】【終末期がん患者のQOLの
状況】【家族ケアの状況】、15項目で構成する
指標が選定された。 
 
Ｆ．研究発表  
1. 論文発表 
なし 

2. 学会発表 
 なし 
 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況  
（予定を含む） 
1. 特許取得 
  なし 
2. 実用新案登録 

なし 
3. その他 

なし
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 がん対策進捗管理指標「緩和ケア分野」（2014 年 4 月 14 日版） 
指標の色分け 
 測定可能と考えられるもの 
 協力施設において測定が可能と考えられるもの 
 測定を試行するが、本当に可能かどうかは不明なもの 
 平成 26 年度中には測定が困難と予想されるもの 
 
死亡場所に関する状況 
1 指標名：死亡場所（自宅） 

データ源：人口動態調査（毎年/ 翌年 9 月公表） 
対象（分母）： 算出法（分子）： 
全がん死亡者 がん患者の自宅死亡割合 

2 指標名：死亡場所（施設） 
データ源：人口動態調査（毎年/ 翌年 9 月公表） 
対象（分母） 算出法（分子） 
全がん死亡者 がん患者の施設死亡割合 

医療用麻薬の利用状況 
3 指標名：主要経口・経直腸・経皮医療用麻薬消費量 

データ源：厚生労働省【未確立：厚生労働省に算出可能データについて相談中】 
対象（分母）： 算出法（分子）： 
（絶対値） 主要な医療用麻薬（経口モルヒネ＋経腸モル

ヒネ＋経口オキシコドン＋経皮フェンタニ
ル）の消費量（g/年） 

緩和ケア専門サービスの普及状況 
4 指標名：専門的緩和ケアサービスの利用状況 

データ源：医療施設調査等【未確立：専門的緩和ケアサービスの定義を定めることが必要】 
対象（分母）： 算出法（分子）： 
全医療機関 過去 1 年間に緩和ケア病棟・院内緩和ケアチ

ーム・緩和ケア外来・（機能強化型）在宅療
養支援診療所・（機能強化型）訪問看護ステ
ーションを利用したがん患者数（延べ数） 

緩和ケア専門人員の配置状況 
5 指標名：専門・認定看護師の専門分野への配置状況 

データ源：専門・認定看護師調査【未確立：具体的な調査方法について検討】 
対象（分母）： 算出法（分子）： 
がん看護専門看護師，緩和ケア認定看護師，
がん性疼痛看護認定看護師 

「緩和ケア領域の専門分野の仕事に専任と
して従事できている」と回答した割合 

一般医療者に対する教育状況 
6 指標名：緩和ケア研修修了医師数  

データ源：厚生労働省（発行修了証数） 
対象（分母）： 算出法（分子）： 
（絶対値） 緩和ケア研修会の修了医師数 

一般市民への普及状況 
7 指標名：一般市民の緩和ケアの認識  

データ源：がん対策に関する世論調査（内閣府/平成 25 年 1 月実施）【今後の実施について
政府内で調整を行うことを相談中】 
対象（分母）： 算出法（分子）： 
一般市民 「がん医療における緩和ケアとは、がんに伴

う体と心の痛みを和らげることということ
をよく知っている」，「がんに対する緩和ケア
はがんと診断されたときから実施されるべ
きもの」とそれぞれ回答した割合 
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8 指標名：一般市民の医療麻薬に対する認識 
データ源：がん対策に関する世論調査（内閣府/平成 25 年 1 月実施） 
【新規指標：今後の実施について政府内で調整を行うことを相談中】 
対象（分母）： 算出法（分子）： 
一般市民 「がんの痛みに対して使用する医療用麻薬

は、精神的依存や生命予後に影響せず、安全
に使用できる」と回答した割合 

緩和ケアに関する地域連携の状況 
9 指標名：地域多職種カンファレンスの開催状況 

データ源：がん診療連携拠点病院【新規指標：拠点病院現況報告に含めることを検討】 
対象（分母）： 算出法（分子）： 
がん診療連携拠点病院 県内で緩和ケアに関する地域の多職種連携

カンファレンスを開催した回数 
がん患者の QOL の状況 
10 指標名：がん患者のからだのつらさ 

データ源：患者診療体験調査【参考 H23 受療行動調査測定項目】 
対象（分母）： 算出法（分子）： 
がん患者 「からだの苦痛がある」について「あまりそ

う思わない」，「そう思わない」と回答した割
合 

11 指標名：がん患者の疼痛 
データ源：患者診療体験調査【参考 H23 受療行動調査測定項目】 
対象（分母）： 算出法（分子）： 
がん患者 「痛みがある」について「あまりそう思わな

い」，「そう思わない」と回答した割合 
12 指標名：がん患者の気持ちのつらさ 

データ源：患者診療体験調査【参考 H23 受療行動調査測定項目】 
対象（分母）： 算出法（分子）： 
がん患者 「気持ちがつらい」について「あまりそう思

わない」，「そう思わない」と回答した割合 
終末期がん患者のケアの質の状況 
13 指標名：医療者の対応の質 

データ源：遺族アンケート調調査【新規指標：他の研究班による調査を検討】 
対象（分母）： 算出法（分子）： 
がん患者遺族 「医療者は、患者のつらい症状にすみやかに

対応していた」と回答した割合 
終末期がん患者の QOL の状況 
14 指標名：終末期がん患者の療養場所の選択【他の研究班による調査】 

データ源：遺族アンケート調査【他の研究班による調査を検討】 
対象（分母）： 算出法（分子）： 
がん患者遺族 「患者は望んだ場所で過ごせた」と回答した

割合 
家族ケアの状況 
15 指標名：家族の介護負担感 

データ源：遺族アンケート調査【新規指標：他の研究班による調査を検討】 
対象（分母）： 算出法（分子）： 
がん患者遺族 「介護をしたことで負担感が大きかった」と

回答した割合 
 
 各指標の参考数値 
死亡場所に関する状況 
1 指標名：死亡場所（自宅） 
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データ源：人口動態調査（毎年/ 翌年 9 月公表） 
対象（分母）： 算出法（分子）： 
全がん死亡者 がん患者の自宅死亡割合 

2 指標名：死亡場所（施設） 
データ源：人口動態調査（毎年/ 翌年 9 月公表） 
対象（分母） 算出法（分子） 
全がん死亡者 がん患者の施設死亡割合 

備考 望ましい死亡場所として、一般市民の半数程度が自宅を希望していることを根拠に自宅死亡割合
と施設死亡割合（介護老人保険施設，老人ホーム）を指標とする。 
グループホームでの死亡が、自宅または施設死亡のどちらに含まれるかについて規定がないため
混在しているという限界がある。 

死亡場所（自宅・施設） (%) 

 平成17年 平成 18 年 平成19年 平成 20 年 平成 21 年 平成22年 平成 23 年 平成 24 年 
自宅 5.7 6.2 6.7 7.3 7.4 7.8 8.2 8.9 
施設 0.6 0.8 0.9 1 1.2 1.4 1.5 1.9 
 
医療用麻薬の利用状況 
3 指標名：主要経口・経直腸・経皮医療用麻薬消費量 

データ源：厚生労働省【未確立：厚生労働省に算出可能データについて相談中】 
対象（分母）： 算出法（分子）： 
（絶対値） 主要な医療用麻薬（経口モルヒネ＋経腸モル

ヒネ＋経口オキシコドン＋経皮フェンタニ
ル）の消費量（g/年） 

備考 がん患者の疼痛緩和に用いる麻薬消費量を把握するための代理指標とする。 
フェンタニル（注射液）は、周術期の鎮痛薬として使用されることも多いため、がん患者の疼痛
緩和以外に用いる薬剤を医療用麻薬の全消費量から除いた数値を集計する方法を検討する。 

主要な医療用麻薬の消費量（g/年）（モルヒネ・オキシコドン・フェンタニルのモルヒネ換算（g））  

 平成 20 年 平成 21 年 平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 
(A) モルヒネ・オキシコドン・フェンタニル
の年間合計消費量 モルヒネ換算(g) 

4053422.8 5163710.3 5304661.8 5251049.3 5249506.3 

(B) フェンタニル注射液 年間消費量 モ
ルヒネ換算(g) 

175507.4 219314.5 246946.2 272707.9 336223.7 

(A)-(B) 3877915.3 4944395.8 5057715.6 4978341.4 4913282.6 
出典：厚生労働省 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
緩和ケア専門サービスの普及状況 
4 指標名：専門的緩和ケアサービスの利用状況 

データ源：医療施設調査等【未確立：専門的緩和ケアサービスの定義を定めることが必要】 
対象（分母）： 算出法（分子）： 
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全医療機関 過去 1 年間に緩和ケア病棟・院内緩和ケアチ
ーム・緩和ケア外来・（機能強化型）在宅療
養支援診療所・（機能強化型）訪問看護ステ
ーションを利用したがん患者数（延べ数） 

備考 専門的な緩和ケアのサービス機能の設置数ではなく、機能の稼働状況を把握するために利用者数
を指標とする。 
ただし、専門的緩和ケアサービスの定義については、在宅療養支援診療所と訪問看護ステーショ
ンを含めて、どのように定義するかが未確立であるため、本指標の測定方法は未確立である。 
（注：現時点では、医療施設調査により、3 年毎 10 月実施，1 カ月間（9 月）の全国の緩和ケア
病棟と緩和ケアチームの利用者数のみ把握可能） 

医療施設調査：緩和ケアの状況 

  
平成 20 年 平成 23 年 

緩和ケア病棟あり 施設数 229 279 

 
病床数 4230 5122 

 
9 月中の取扱患者延数 70542 87483 

    
緩和ケアチームあり 施設数 612 861 

 
9 月中の患者数 16349 23374 

 
 （再掲）新規依頼患者数 3453 5191 

 
緩和ケア専門人員の配置状況 
5 指標名：専門・認定看護師の専門分野への配置状況 

データ源：専門・認定看護師調査【未確立：具体的な調査方法について検討】 
対象（分母）： 算出法（分子）： 
がん看護専門看護師，緩和ケア認定看護師，
がん性疼痛看護認定看護師 

「緩和ケア領域の専門分野の仕事に専任と
して従事できている」と回答した割合 

備考 拠点病院の指定要件で特定される緩和ケアに関する看護師（がん専門看護師、緩和ケア認定看護
師、がん性疼痛看護認定看護師）について、人員数ではなく専門領域への配置状況を確認する指
標とする。 
測定方法については現在検討中。 
 
参考として、医師については日本緩和医療学会の専門医数を指標とする。 

 
一般医療者に対する教育状況 
6 指標名：緩和ケア研修修了医師数  

データ源：厚生労働省（発行修了証数） 
対象（分母）： 算出法（分子）： 
（絶対値） 緩和ケア研修会の修了医師数 

備考 一般医療者の育成について、がん診療に携わる医師の研修修了者数を全体像を捉える目的で指標
とする。 
 
参考として、看護師については「がん医療に携わる看護師研修（日本看護協会）」の研修プログ
ラム修了者を指標とする。 

緩和ケア研修修了医師数 

年.月 平成 20 年 12 月 平成 21 年 10 月 平成 22 年 12 月 平成 24 年 9 月 平成 25 年 3 月 
修了証書
交付枚数 

1071 9260 20124 36647 40550 

 
一般市民への普及状況 
7 指標名：一般市民の緩和ケアの認識  

データ源：がん対策に関する世論調査（内閣府/平成 25 年 1 月実施）【今後の実施について
政府内で調整を行うことを相談中】 
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対象（分母）： 算出法（分子）： 
一般市民 「がん医療における緩和ケアとは、がんに伴

う体と心の痛みを和らげることということ
をよく知っている」，「がんに対する緩和ケア
はがんと診断されたときから実施されるべ
きもの」とそれぞれ回答した割合 

備考 患者が緩和ケアを知らないことがケア提供のバリアとなるため、罹患前の一般市民への普及啓発
状況を把握する指標とする。 
がん対策に関する世論調査（内閣府）の調査を、今後も継続的に実施することで測定可能である。 

8 指標名：一般市民の医療麻薬に対する認識 
データ源：がん対策に関する世論調査（内閣府/平成 25 年 1 月実施） 
【新規指標：今後の実施について政府内で調整を行うことを相談中】 
対象（分母）： 算出法（分子）： 
一般市民 「医療用麻薬は精神的依存や生命予後に影

響せず、安全に使用できる」と回答した割合 
備考 患者・家族に麻薬の正しい理解が得られないことから、適切に使用されないこともあり、医療用

麻薬の正しい認識状況を指標とする。 
がん対策に関する世論調査（内閣府）の調査の追加項目として測定可能か確認していく必要があ
る。 

 
がん対策に関する世論調査（平成 25 年）：緩和ケアについて 

質問 回答 （%） 
がん医療における緩和ケアとは、がんに対する
体と心の痛みを和らげることですが、あなたは、
がん医療における緩和ケアについて知っていま
したか 

よく知っている 34.3 
言葉だけは知っている 29.0 
知らない 35.7 
わからない 1.0 

   
あなたは、がんに対する緩和ケアはいつから実
施されるべきもとの思っていますか 

がんと診断されたときから 58.3 
がんの治療が始まったときから 22.6 
がんが治る見込みがなくなったときから 13.1 
その他 0.6 
わからない 5.5 

 
OPTIM 研究：地域住民の医療用麻薬についての知識（介入前 平成 20 年） 

質問 回答 （%） 
モルヒネなどの医療用麻薬は麻薬中毒になったり、命を縮める そう思わない 12 
 あまりそう思わない 17 
 どちらともいえない 38 
 そう思う 22 
 とてもそう思う 4 
出典：OPTIM Report 2012 エビデンスと提言 緩和ケア普及のための地域プロジェクト報告書 
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緩和ケアに関する地域連携の状況 
9 指標名：地域多職種カンファレンスの開催状況 

データ源：がん診療連携拠点病院【新規指標：拠点病院現況報告に含めることを検討】 
対象（分母）： 算出法（分子）： 
がん診療連携拠点病院 県内で緩和ケアに関する地域の多職種連携

カンファレンスを開催した回数 
備考 地域における病診連携が実際に行われているかを把握するための指標とする。 

多職種カンファレンスの定義として、職種数やカンファレンス時間等について検討していく必要
がある。 
今後、拠点病院の現況報告書（毎年）の追加項目として測定可能か確認していく必要がある。 

 
 
がん患者の QOL の状況 
10 指標名：がん患者のからだのつらさ 

データ源：患者診療体験調査【参考 H23 受療行動調査測定項目】 
対象（分母）： 算出法（分子）： 
がん患者 「からだの苦痛がある」について「あまりそ

う思わない」，「そう思わない」と回答した割
合 

11 指標名：がん患者の疼痛 
データ源：患者診療体験調査【参考 H23 受療行動調査測定項目】 
対象（分母）： 算出法（分子）： 
がん患者 「痛みがある」について「あまりそう思わな

い」，「そう思わない」と回答した割合 
12 指標名：がん患者の気持ちのつらさ 

データ源：患者診療体験調査【参考 H23 受療行動調査測定項目】 
対象（分母）： 算出法（分子）： 
がん患者 「気持ちがつらい」について「あまりそう思

わない」，「そう思わない」と回答した割合 
備考 がん対策における緩和ケアの目標達成という意味で重要な項目であり、既存の測定指標を用

いて進捗管理指標とする。 
回答方法は「1.そう思う」～「5.そう思わない」の 5 段階評価で 4.あまりそう思わない、5.
そう思わないと回答した割合とする。 
がん診療体験調査（若尾班）に含めて測定していくことを検討していく。 
また、受療行動調査と同様の質問を用いることで、受療行動調査結果を補助資料として用い
ることが可能（受療行動調査：3 年毎 10 月実施/ 翌年 9 月公表，次回平成 26 年度実施）。 
なお、終末期患者に関しては、直接調査票に答えていただくことが困難なため、本指標によ
り QOL を把握することは困難である。そのため、がん患者全体の評価を行うためには、遺
族調査による QOL 調査結果（がん研究開発費：木下班で平成 27 年度に実施予定）を補助資
料として用いて結果を解釈することが必要。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
受療行動調査（平成 23 年） がん患者：心身の状態 

質問 （%） 
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そう思う 
やや 

そう思う 
どちらとも 
いえない 

あまりそう
思わない 

そう 
思わない 

外来 からだの苦痛がある 16.1 19.0 7.8 17.1 40.0 
 痛みがある 12.6 15.3 6.5 13.4 52.2 
 気持ちがつらい 12.4 18.4 11.8 15.1 42.4 
       
入院 からだの苦痛がある 30.4 23.5 9.6 18.8 17.7 
 痛みがある 24.4 22.2 9.2 16.4 27.8 
 気持ちがつらい 24.5 24.7 14.0 15.0 21.7 
出典：「日本のがん患者の QOL：受療行動調査を用いた全国調査結果」 厚労科研費「がん対策に資するがん患者の療養生活の
質の評価方法の確立に関する研究」班，（研究代表者 東北大学 宮下光令） 

 
 
終末期がん患者のケアの質の状況 
13 指標名：医療者の対応の質 

データ源：遺族アンケート調調査【新規指標：他の研究班による調査を検討】 
対象（分母）： 算出法（分子）： 
がん患者遺族 「医療者は、患者のつらい症状にすみやかに

対応していた」と回答した割合 
備考 緩和ケアの指標として、終末期がん患者へのプロセス（ケアの質）評価を測定するための指標で

ある。 
対象については、終末期がん患者への調査負担を考慮して遺族調査で代理する。 
平成 26 年度の予備調査（がん研究開発費：木下班）で指標の妥当性が検証し、平成 27 年度に死
亡小票を用いた遺族調査によって測定することを検討する。 

 
遺族による緩和ケアの質調査結果 

質問 回答 
(%) 

平成 20 年 
拠点病院 

平成 23 年 
一般・拠点病院 

医師は患者のつらい症状にすみやかに対応していた 改善の必要が 
全くない 
ほとんどない 

の合計 

55 62 

出典：日本ホスピス・緩和ケア研究振興財団：遺族によるホスピス・緩和ケアの質の評価に関する研究２（J-HOPE2） 

 
 
終末期がん患者の QOL の状況 
14 指標名：終末期がん患者の療養場所の選択【他の研究班による調査を検討】 

データ源：遺族アンケート調査 
対象（分母）： 算出法（分子）： 
がん患者遺族 「患者は望んだ場所で過ごせた」と回答した

割合 
備考 緩和ケアの指標として、終末期がん患者のアウトカム（患者 QOL）を評価する。患者の希望が

療養場所の選択に反映されたかどうかはがん対策において重要であり、指標とする。 
対象については、療養場所の選択が重要となる終末期の患者とし、遺族調査で代理する。 
平成 27 年度に死亡小票を用いた遺族調査（がん研究開発費：木下班）によって測定することを
検討する。 
なお、QOL は多次元の要素で構成される概念であり単一指標のみで測定することは困難である
ため、緩和ケアの指標として、終末期がん患者の QOL を評価する場合は、遺族調査による多面
的な QOL 調査結果を補助資料として用いて解釈することが必要である。 

 
遺族による望ましい死の達成度調査結果 

質問 回答 (%) 
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平成 20 年 
拠点病院 

平成 23 年 
一般・拠点病院 

患者は望んだ場所で過ごせた 非常にそう思う 
そう思う 
ややそう思う 

の合計 

54 54 

出典：日本ホスピス・緩和ケア研究振興財団：遺族によるホスピス・緩和ケアの質の評価に関する研究２（J-HOPE2） 

 
家族ケアの状況 
15 指標名：家族の介護負担感 

データ源：遺族アンケート調査【新規指標：他の研究班による調査を検討】 
対象（分母）： 算出法（分子）： 
がん患者遺族 「介護をしたことで負担感が大きかった」と

回答した割合 
備考 家族や遺族の負担の軽減もがん対策としては重要であり、遺族の介護負担感を指標とする。 

平成 26 年度の予備調査（がん研究開発費：木下班）で指標の妥当性を検証し、平成 27 年度に死
亡小票を用いた遺族調査によって測定することを検討する。 

 
終末期がん患者の遺族による介護負担感調査結果（平成 19 年） 

質問 回答者 

（%） 

非常にそう
思う 

そう思う 
やや 

そう思う 

どちらとも
いえない～
まったくそう
思わない 

介護をしたことで自分の時
間や予定が犠牲になった 

緩和ケア病棟遺族 7 10 14 70 
在宅緩和ケア遺族 6 10 12 70 

      
介護をしたことで身体的な
負担が多かった 

緩和ケア病棟遺族 8 14 21 56 
在宅緩和ケア遺族 13 18 18 52 

      
介護をしたことで精神的負
担が多かった 

緩和ケア病棟遺族 18 24 21 36 
在宅緩和ケア遺族 22 24 19 34 

      
介護をしたことで経済的な
負担が多かった 

緩和ケア病棟遺族 7 12 15 66 
在宅緩和ケア遺族 6 10 13 70 

出典：日本ホスピス・緩和ケア研究振興財団：遺族によるホスピス・緩和ケアの質の評価に関する研究（J-HOPE） 

 



 
厚生労働科学研究費補助金(がん臨床研究事業） 

 分担研究報告書 
 

がん対策推進基本計画策定前後約10年間の緩和ケアに関する既存指標の推移に関する研究 
 

分担研究者 
森田 達也 聖隷三方原病院 副院長 緩和支持治療科 部長 

中澤 葉宇子 国立がん研究センター がん対策情報センター がん医療支援研究部 研究員 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ａ．研究目的 

 基本計画に基づき、緩和ケアに関する様々な
施策が行われてきたが、本邦における緩和ケア
の全国指標の推移については十分な十分な検証
が行われてない。本研究の目的は、政府統計や
緩和ケアの関連学会や関連団体のデータベース、
先行研究結果によって得られたデータを収集し、
基本計画策定前後約10年間の緩和ケアに関する
既存指標の推移を検証することである。 
 

       Ｂ．研究方法 
1) 方法 
① 既存統計分析 
② 匿名自記式質問紙調査票を用いた横断調査 
なお、本調査は、本研究班で実施予定の「がん
対策推進基本計画策定前後の患者・家族・医療
者からみた緩和ケアの変化に関する量的研究」
と同時に調査を実施する。 
 

2) 調査項目 
Outcome 指標 

領域 項目/出典：調査年 
1) 患 者 か

ら み た
変化 

受療行動調査 QOL 項目 / 
政府統計：2011，2014 
（2014 の解析が間に合わない場合
は 2011 のみ報告） 

2) 終 末 期
患 者 の
家 族 か
ら み た
変化 

緩和ケアのケアプロセス指標,  
望ましい死の達成度指標 / 
日本ホスピス緩和ケア研究振興財
団 
J-HOPE Study：2007, 2010, 2013 

3) 医 師 か
ら 見 た
変化 

がん患者に対する緩和ケア、緩和ケ
アの専門家の利用可能性、他の診療
とのバランスなどの緩和ケアの認

識，がん患者の緩和ケアの普及のた
めに有効と考えられること，緩和ケ
アに関する知識 / 
日本医師会調査 医師の意識調
査：2008, 2014（2014 は当研究で
実施） 

4) 看 護 師
か ら 見
た変化 

上記の医師対象調査と同じ内容 / 
第 3 次対がん総合戦略研究事業「緩
和ケアプログラムによる地域介入
研究」看護師調査：2008，2014
（2014 は当研究で実施） 

Output 指標： 
領域 項目/出典：調査年 

5) 死 亡 場
所 か ら
み た 変
化 

自宅死亡、緩和ケア病棟死亡、施設
死亡、一般病院死亡 / 
政府統計（緩和ケア病棟死亡数は日
本ホスピス緩和ケア協会）：
2004-2013 

6) オ ピ オ
イ ド 使
用 量 の
推移 

オピオイド総消費量、がん疼痛の適
応のある主要オピオイドの総消費
量（モルヒネ・オキシコドン・フェ
ンタニル）/ 
政府統計：2004-2013（2013 は政
府統計が間に合わなければ、都道府
県からの情報収集を検討する） 

7) が ん 拠
点 病 院
か ら 見
た変化 

現況報告書，医療水準調査 / 
2007,2008,2009 

8) リ ソ ー
ス か ら
見 た 変
化 

① 在宅支援機関の利用の推移 
在宅療養支援診療所数，24 時間対
応できる訪問看護ステーション数，
地域の緩和ケア病棟に入院した患
者のうち、在宅へ退院した患者の割
合 / 政府統計 

研究要旨 がん対策基本法成立後、がん対策推進基本計画（以降、基本計画）に基づき緩和
ケアに関する様々な施策が実施されている。本研究の目的は、政府統計や先行研究から得ら
れる既存データを用いて、本邦の緩和ケアに関する指標の約 10 年間の推移について検証する
ことである。入手するデータは、Outcome 指標として【患者からみた変化】【終末期患者の家
族からみた変化】【医師からみた変化】【看護師からみた変化】、Output 指標として【死亡場
所の変化】【がん診療連携拠点病院の変化】【緩和ケアに関するリソースの変化】【オピオイド
使用量の推移】【専門的な医療者数の変化】【緩和ケア研修会の修了者数】である。なお、デ
ータの収集は平成 26 年度中に実施する予定である。 



② 専門的な医療者数の推移 
日本緩和医療学会専門医 / 日本緩
和医療学会，がん看護専門看護師，
精神看護専門看護師（精神科病院勤
務を除く），緩和ケア認定看護師，
がん性疼痛認定看護師 / 日本看護
協会 
③ 専門的緩和ケアのリソース利

用の推移 
緩和ケア病棟のベッド数，院内緩和
ケアチームの数，専門的緩和ケアサ
ービスを受けた患者の数 / 日本ホ
スピス緩和ケア協会，日本緩和医療
学会 
④ 緩和ケア研修会の修了者数 / 

日本緩和医療学会 

 

（倫理的配慮） 
 本研究は、疫学研究に関する倫理指針に従い、 
国立がん研究センターの研究倫理審査委員会の 
承認を得て実施する。 
 

      Ｃ．研究結果 
特記事項なし 

 
Ｄ．考察 
特記事項なし 

 
Ｅ．結論 
 特記事項なし 
 
Ｆ．研究発表  
1. 論文発表 

なし 
2. 学会発表 

なし 
 
Ｇ．知的財産権の出願・登録状況  
（予定を含む） 
1. 特許取得 
  なし 
2. 実用新案登録 

なし 
3. その他 

なし 
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Ａ．研究目的 
 本邦では緩和ケアに関する様々な施策が実

施されている。拠点病院については、がん医療
の均てん化を目指して整備が進められ、2013年4
月現在397施設の拠点病院が指定された。新しい
拠点病院の整備指針では（2014. 1発出）、拠点
病院が各施設で診療機能や診療実績、地域連携
に関する実績や活動状況の他、がん患者の療養
生活の質について把握・評価し、課題認識を院
内の関係者で共有した上で、組織的な改善策を
講じるためのPDCAサイクルを確保することが
求められている。 
本研究の目的は、拠点病院の緩和ケアの提供体

制に関するPDCAサイクルの構築に活用できる
方法を検討することである。具体的にはPDCA
サイクルを構築するための1stepとして、拠点
病院が目指すべき基準を作成し、作成した基
準に基づき評価を実施するための評価指標を
開発する。 
 

       Ｂ．研究方法 
 デルファイ法を用いて以下手順で開発する。 
1) 作成する評価基準の概念設定 

 研究者間で議論し、基準が網羅する領域，
基準のレベル，緩和ケアの対象，緩和ケア
の言葉の定義について設定する。 

  
2) 暫定評価基準と暫定評価指標の作成 
基準の枠組みは、既存の緩和ケアチームの基

準（Sasahara, et al.JPSM2009）を参考にする。 
 枠組みに沿って、設定した領域またはレベ

ルに応じて、文献検索により追加項目を抽
出する。また、厚生労働省：緩和ケア推進
検討会資料「拠点病院に求められる緩和ケ
アの提供体制について」や「緩和ケアセン
ター」の具体的推進方策も参考とする。 

 抽出された項目の適切性と網羅性について、
電子メールを用いて研究者と専門家 7 名で
議論し、暫定基準と評価指標を作成する。 

 
3) 暫定基準と暫定評価指標の内容妥当性の分

析 
 暫定基準の内容の適切性を判定するパネル

メンバーを決定する。メンバーの選択条件
は以下のとおりとする。 

研究要旨  本邦では緩和ケアに関する様々な施策が実施されている。拠点病院については、

がん医療の均てん化を目指して整備が進められ、2013 年 4 月現在、397 施設の拠点病院が指

定された。新しい拠点病院の整備指針では（2014. 1 発出）、拠点病院が各施設で診療機能等

を評価し、組織的な改善策を講じる PDCA サイクルを確保することが求められている。本研

究の目的は、拠点病院の緩和ケアの提供体制に関する PDCA サイクルの構築に活用できる方

法を検討することである。具体的には PDCA サイクルを構築するための 1step として、拠

点病院が目指すべき基準を作成し、作成した基準に基づき評価を実施するための評価指

標を開発する。方法は、専門家パネルメンバーの意見を集約するため、定型的方法（デ

ルファイ法）による 1 回の調査を実施した。調査の結果、緩和ケアの基準として 6 カテ

ゴリー【施設全体の緩和ケアに取り組む体制】【院内の緩和ケアに関する連携体制】【基

本的な緩和ケアの提供体制】【専門的な緩和ケアの提供体制】【相談支援センターの緩和

ケアに取り組む体制】【緩和ケアに関する地域連携】で構成する 22 の基準と 72 の評価

推奨項目が暫定版として選定された。今後は、暫定版 22 基準と 72 項目について専門家

パネルにて再度検討を行ったうえで、評価指標を確定することが課題である。 



 緩和ケアの経験が十分にある人 10 名
程度 

 過去 5 年以上緩和ケアに携わる緩和ケ
ア専門医・精神腫瘍医・緩和ケア認定
看護師・がん性疼痛認定看護師等 

 パネルメンバーに電子メールで適切性の判
定を依頼する。適切性の判定は以下のとお
りとする。電子メールにて判定の集計結果
をフィードバックし、disagreement 項目に
ついてはパネルミーティングで議論する。 
 適切性 9 段階評価：1-3 不適切，4-6 中

間，7-9 適切 
 適切性の同意基準：median 8 以上かつ、

range の差 4 以下 
 パネルミーティングで disagreement 項目

に関する議論を行い、修正版基準を作成す
る。 

 
4) 修正版基準と修正版評価指標の適切性の判

定 
 Round 1 と同様に実施する。電子メール上

で 集 計 結 果 を フ ィ ー ド バ ッ ク し 、
disagreement については適宜議論する。 

 コンセンサスが得られた時点で Round を
終了する。コンセンサスが得られない場合
は、Round を繰り返す。 

 Round を繰り返しても収束しない場合は、
90％以上の同意を持ってコンセンサスを得
たとして、基準と評価指標を確定する。 

 
       Ｃ．研究結果  

今年度は、暫定版基準と評価指標を作成す
るため、電子メールを通して専門家8名を対象
に調査を実施し、意見を集約した。 
調査の結果、緩和ケアの基準として 6 カテゴ
リー【施設全体の緩和ケアに取り組む体制】
【院内の緩和ケアに関する連携体制】【基本
的な緩和ケアの提供体制】【専門的な緩和ケ
アの提供体制】【相談支援センターの緩和ケ
アに取り組む体制】【緩和ケアに関する地域
連携】で構成する 22 の基準と 72 の評価推奨
項目が暫定版として選定された。 
 

Ｄ．考察 
本研究で作成した【暫定版】をもとに、緩和
ケアの基準と評価指標を確定することで、拠
点病院の医療従事者の緩和ケアに対する共 
通理解を促進することができるとともに、 
 
 
 
 

PDCA サイクルによって目指すべき具体的
な緩和ケア提供体制について提案すること
が可能となる。今後、専門家パネルにて再検
討を行った上で、評価指標を確定することが
課題である。 
  
Ｅ．結論 
本研究によって22の緩和ケアの基準と72の

推奨評価項目【暫定版】が選定された。 
 
Ｆ．研究発表  
1. 論文発表 
 なし 
2. 学会発表 
 なし 

 
Ｇ．知的財産権の出願・登録状況  
（予定を含む） 
1. 特許取得 
 なし 
2. 実用新案登録 
なし 

3. その他  
 なし
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